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本 研 究 は コ ミュ ニ テ ィ ・デ ザ イ ン ・セ ン ター の 活動 内容,組 織 構 造,組 織 運 営 の シス テ ム,財 政 を明 らか に し,日本 にお け る コ

ミュニ テ ィ ・デ ザ イ ン ・セ ン ター の 成 立 の 可能 性 につ い て考 察 す る こ とを 目的 と して い る。 コ ミ ュニ テ ィ ・デ ザ イ ン ・セ ン

タ・・・…の3つ の 組 織 形 態 で あ る,大 学 べ 一 ス型(1件),非 営 利 型(4件),ボ ラ ンテ ィア型(2件)を 調 査 した結 果,ア メ リカ で

コ ミュニ テ ィ ・デ ザ イ ン ・セ ン ター が 成 立 して い る条 件 は,パ ー トナ ー シ ップ に よ る地域 再 生,ま ちづ く り非 営利 組 織 の発 達,

財 団 ・イ ン ター ミデ ィ ア リー な どの 民 間 セ ク ター の 発 達 、大 学 と地域 コ ミュ ニテ ィ との パ ー トナ ー シ ップ 、専 門家 の 職 能 意

識 な どで あ る こ とが 明 らか に な っ た。
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This study aims to investigate the programs, organizational structure, administration, and f inding of Community Design Centers to 

examine the mechanism that enables Community Design Centers to conduct their work in the United States, and also the possibility of 
Community Design Centers in Japan. Through the case study of seven organization - University-based (1), Non-profit (4), Volunteer 

practice(2) , we find that partnership, growth of non-profit community-based organization, private foundation and intermediary, , 
university-community partnership and professionalism of architects and planners are the key factors.

1.研 究の背景と目的

　住宅供給やコミュニティ開発の分野でコミュニティ・べ

一スの非営利組織が注 目されているが,非営利組織による

住宅 ・まちづ くりには主体 となる住民組織と共に,それを

支援する専門家の存在が不可欠である。アメリカではコミ

ュニティ・デザイン・センターと呼ばれる建築家やプラン

ナー等で構成される専門家組織がそれらの活動を支援 し

ている。コミュニティ・デザイン ・センターは居住者主体

の住宅供給,地域経済の活性化な どの地域再生を支援する

組織であり,主に低所得者地域を活動対象 として,低料金の

建築 ・プランニングサービスを提供している文1)。

　本研究の目的は,第1に コミュニティ ・デザイン ・セン

ターの活動内容,組織構造,組織運営のシステム,財政 を明

らかにすること第2に アメリカでコミュニティ ・デザイ

ン・センターが活動を行 うことを可能にしている諸条件を

明らかにし,日本におけるコミュニティ ・デザイン ・セン

ターの成立の可能性を見出す ことである。日本における参

加型のまちづくりを促進するためには,専門家支援が不可

欠であり,本研究は大きな意義を有するものと考える。

　本研究で事例として扱 う組織は大学ベース型1件,非 営

利型4件,ボ ランティア型2件 である。調査時期は,非営利

型4件 が2000年9月,ボ ランティア型2件 ・大学ベース型

1件 が2001年6月 である。各調査では各組織のディレク

ター,スタッフに対 して組織構造,活動内容,財政内訳など

についてヒアリングを行 うと同時に,組織が支援 している

プロジェク トの現地視察を実施 した。

2.コ ミュニティ ・デザイン ・センターの組織形態

　 コミュニティ ・デザイン ・センターは,その組識基盤,専

従専門家スタッフの有無,財政によって3つ に分類するこ

とができる。第1の 大学べ一ス型は大学をべ一ス として設

立されたもので,建築都 市計画学科の教官や学生が専門家

として活動 している。非営利組織 としての認証は独立して

受けてお らず,大学の一機関として活動を行っている。

・1神戸大学大学院博士課程 ・2神戸大学 教授 ・3神戸 大学 助教授



③ の シ ャ レ ッ トと は,市 当 局,デ ィベ ロ ッパ ー,専 門 家 な ど

の 関係 主 体 が プ ロジ ェ ク トの 目標 や そ の 方 法 な ど を決 定

す るた め に行 う会 合 で,PortlandCommunityDesignは そ の

コー デ ィネ ー ター を行 っ て い る。次 に活 動 実績 を見 てみ る

と,1991年 ～99年 ま で にPortlandcommunityDesignが プ レ

デ ザ イ ン を手 が け た住 宅 戸 数 は6553戸 で,う ち 実現 して完

成 した もの は322戸 で あ る。

PortlandCommunityDesignの 日常 的 業務 とプ ロジ ェ ク

トの 実行 を担 うフ ル タイ ム ・ス タ ッ フは3名 で,そ の 内 訳

は建 築 家2名,事 務 員1名 で あ る。 これ と は別 に パ ー トタ

イ ム の建 築 家1名 と財 務 管 理 マ ネ ー ジャ ー1名 が い る。組

織 の行 動 方 針 を 決 定 す る ボ ー ドは 計8名 で構 成 され て お

り,その メ ンバ ー は建 築 家 ・エ ン ジ ニ ア な どの 専 門家5名

と,銀行 関係 者1名,不 動 産 会 社1名,地 元 住 民1名 で あ る。

同 組 織 は ボ ー ドに加 えて,PortlandCommunityDesignの 活

動 に 対 して 助 言 を与 え る組 織 で あ るア ドバ イ ザ リー ・ボー

ドも設 置 し てお り,それ らは 銀 行 マ ン,建 築 家,財 務 の 専 門

家,CDCの デ ィ レ ク ター の4名 で構 成 され て い る。 専 門家

だ け で な く,地域 の 住 民 を構 成 員 に加 え る こ とで,ア カ ウ ン

タ ビ リテ ィを 担保 して い る 点 が 重 要 で あ る。

次 に財 政 で あ る が,Po蜘dCo㎜1囎Desi即 の1999年

の年 間歳 入 は$500,000で あ る。 歳 入 の うち9割 が 地 元 の

民 間企 業や 財 団 か らの 献金 で あ る。残 りの1割 が 有 料 の 建

築 サー ビス業 務 に よ る収 入 で 占め られ て い る。

市の住宅コミュニティ開発局からは,少額の補助金を受け

ている程度(1990年 に$24,000)で,そ れは料金を支払え

ないコミュニティ組織に対する支援に対 して用いられて

いる。公共セクターからの補助金が少なく,大部分の資金

が民間セクターから調達)されていることが財政内訳の最

大の特徴である(図3-3)。

以上のように,PortlandCommunityDesignは 住宅開発な

どのプロジェク トを進めるの と同時に,その効果 を分析 ・

評価するといったデモンス トレーション・プロジェク トを

行 うことによって,地域再生に普遍的に採用できる有効な

プロジェク トの内容 ・手法を追究 している。また,様々な

公共セクターや民間ディベ ロッパー,非営利組織などの主

体によるパー トナーシップをコーディネー トす る役割 も

果たしている。これ らの活動を支えているのは,財政内訳

の9割 を占める地元の民間財団の存在である。しかし同組

織は2000年10月 に組織を解散 している。その理由は,公

共セクターからの補助金を獲得するのに失敗 したため,そ

れをレバ レッジにして民間財団の献金を受けることがで

きなかったからである。これは公共からの補助金を受けて

いるとい う信用があって初めて民間セクターか らの献金

を獲得できるとい う事実を証明する事例である。

3・2.EnvironrnentatWorks(非 営 利 型)

EnvironmentalWorksは1970年 に シ ア トル 市 の ワシ ン ト

ン 大 学 の 学 生 た ち に よ っ て 設 立 され た 非 営利 型 の組 織 で

あ る。 同 時期 の政 治 的,社 会 的 に平 等 を 求 め る運 動 の 高 ま

りを背 景 に,ワ シ ン トン大 学 建 築 学 科 の 学 生 が建 築 的 な サ

ー ビス に 対 す る 支 払 能 力 が な い 低 所 得 者 層 の 人 々 へ の サ

ー ビ ス を提 供 す る こ と を 目的 と して活 動 を 開始 した
。

EnvironmentalWbrksの 活 動 は建 築 設 計 お よび デ ザ イ ン

で あ る。扱 うプ ロジ ェ ク トの種 類 は ア フォ ー ダ ブ ル 住 宅 の

新 規 建 設 ・修 復 や 身 障 者 やHIV患 者 な どの スペ シ ャル ・

ニ ー ズ の た め の 住 宅,チ ャイ ル ド ・ケ ア ・セ ン ター ,シ ニ

ア ・ハ ウ ジ ン グ,ホ ー ム レス 用 の トラ ン ジ ッ ト ・ハ ウジ ン

グ(生 活 自立 支 援 滞 在 施 設)な どで あ る(図3-4)。 こ の

よ うにEnvironmentalWorkSの 住 宅供 給 支援 活動 は,住 宅 市

場 か ら排 除 され る社 会 的 弱 者 を 対 象 に して い る こ とが わ

か る。特 に,デ ィ レク ター の専 門 で あ る チ ャ イル ド・ケ ア ・

セ ン ター を数 多 く扱 っ て い る の が特 徴 で あ る。そ れ らの 多

くは 低 所 得者 を対 象 に して い るが,民 間 企 業 の社 員 用 の チ

ャイ ル ド ・ケア ・セ ン ター を手 が け る場 合 もあ る。民 間企

業 か らは 市 場 価 格 の 建 築 サー ビス 料 を得 る こ とで,そ の利

益 分 を支 払 能 力 が な い 低 所 得 者 用 の チ ャイ ル ド・ケ ア ・セ

ン ター の 設 計 ・デ ザ イ ン費 に あ て て い る の で あ る 。1997

年 ～2000年 に 計250戸 の低 所 得 者 用 の住 宅供 給 を支 援 し

て い る。



大学から何 らかの資金提供を受 けていることがほとん ど

である。また,学生の教育として活動への参加 を重視 して

いる点が大きな特徴である。90年 代半ば以降 大学べ一ス

型のコミュニティ・デザイン・センターや大学の建築学科

に資金的援助を行 う公共や民間財団のプログラムが登場

した。住宅都市開発省HUDは コミュニティに専門的知識

を提供 してコミュニティ開発 を促進する主体として,大学

などの高等教育機関に期待をよせ,1994年 にそれ らに対

して補助金を支給する5年 間の実験的事業 「コミュニテ

ィ ・アウトリーチ ・パー トナーシップ ・センター ・プログ

ラム」(CommunityOutreachPa血ershipCenter,以 下COPC

プログラム)を 開始 している。1994年 ～2001年 の間

に,135の 大学に対 して総額$54,798,787(約65億 円)の

COPC補 助金が支給 されている文2)。同様のものとして,連

邦政府農務省,教育省(EducationTitleVIProgram)な どに

よるプ ログラ ム もあ る。 また1997年 に は 民間 の

Fa㎜ieMae財 団注1)によって,COPCに 類似 した大学に対す

る資金援助プログラム(Uhiversity-CommunityPartnership

Initiative,UCPI)が開始され,5年 間で500万 ドルが支給さ

れている文3)。北アメリカ建築学科協会(ACSA)が1997

年～2000に かけて行った調査によると,現在全米では46

の大学付属のプログラムと26の 大学べ一ス型のコミュニ

ティ ・デザイン ・センターが存在しているとい う文4)。大

学べ一ス型の難点は,学期を超 えてコミュニティへの支援

を継続 していくことが困難な点である。これは基本的に大

学べ一ス型のコミュニティ ・デザイン・センターが学生の

教育に最も重点をおいているからである。また,大学がコ

ミュニティに対する技術的支援や教育などの実践的な活

動 よりも,学術的なリサーチを高く評価す るために,このよ

うな活動に大学からの支援をひきつけるのもそれほど容

易ではない。

第2の 非営利型は専従スタッフとボランティアによっ

て運営 されているもので,運営資金は公共 ・民間セクター

等の多方面から調達されている。専従スタッフは有給であ

る。この組織形態はある程度の営利業務を行 うことによっ

て組織の財源 を確保 しながら,低所得者用の住宅供給やコ

ミュニティ開発を支援 している。最も民間の建築 ・都市計

画事務所に類似 した組織形態であるといえる。

第3の ボランティア型は,専従のスタッフを持たず,建築

家やプランナーがボランティアとして登録し,活動 を行っ

ているものである。事務的な仕事をこなすスタッフがお り,

彼 らがコミュニティ組織か らの依頼 を受け,それ をボラン

ティアの専門家に割 り当てるとい うコーディネー ト役を

こなしている。事務的な仕事をこなすスタッフは有給で,

ボランティアの専門家は基本的に無給である。専門家はフ

ルタイムではなく,ボランテ ィアとして活動するため,手が

けることのできるプロジェク トの規模や数は限られる傾

向にある。またプロジェク トに対する支援の期間が短く,

問題の発見 とそれに対する解決策を提示するにとどま り,

それを実現 してい くための支援は行われないまま終了 さ

れる場合が多い点に,この組織形態の限界性が伺える。

3.事 例 研 究

34.PortlandC㎝munityDesign(非 営 利 型)

PortlandCommunityDesignは1991年 に ポ ー トラン ド市

で設 立 され た 非 営 利 型 の組 織 で,ポ ー トラ ン ド ・メ トロポ

リタ ンエ リア を対 象 地 域 と して活 動 して い る。コ ミ ュニ テ

ィ組 織 が 低 料 金 の 建 築 サ ー ビ ス を 必 要 と して い る こ と を

痛 感 した,同市 の建 築 家 がPortlandStateUniversityの 学 生

3名 と共 に,活 動 を 開 始 した の が組 織 設 立 の き っ か け で あ

る。PortlandCommunityDesignの 活 動 内容 は,① リサ ー チ,

② デ モ ン ス トレー シ ョ ン ・プ ロジ ェ ク ト,③シ ャ レ ッ ト,④

訓練 ・教 育,の4つ に分 類 す る こ とが で き る。 ② のデ モ ン

ス トレー シ ョ ン ・プ ロ ジ ェ ク トと は,実際 に行 われ た,主 に

ア フ ォー ダ ブ ル 住 宅 に 関 す る プ ロ ジ ェ ク トの 効 果 を分 析

し,再評 価 す る も の で あ る。 具 体 的 な例 を あ げ る と,住宅 の

非 営 利 団 体 で あ る同 市 のHabitatforHumanityが 連 邦政 府

の 環 境 保護 局(EPA)か らの400万 ドル の補 助 金 受 け て行

った 共 同プ ロ ジ ェ ク トで は,12戸 の ア フ ォ ー ダ ブ ル住 宅 を

建 設 す る 際 に,内6戸 は サ ス テ ー ナ ブル ・デ ザ イ ン を 適 用

し,残 り6戸 は 従 来 通 りに建 設 し,コ ス ト,住戸 内 の 空 気 環

境,省 資源,エ ネ ル ギ ー,水 資源 な どの 評 価 ・分 析 を行 い,相 互

比較 を行 っ て い る。 ま た 衰 退 地 域 に お い て,自 組 織 の 事 務

所(図3--1)も 入 居 して い る 低 所 得 者 用 住 宅(図3-2)の

開 発 を行 い,そ の 効 果 を分 析 して い る。 そ の過 程 で は 入 居

予 定者 た ち と ワー クシ ョップ を3年 間 で 計9回 行 い,建 物

の デ ザ イ ン に 関 す る 協議 を行 う とい う徹 底 した 居 住 者 参

加 型 の建 築 づ く りを 実 現 して い る 。この プ ロジ ェ ク トはオ

レ ゴ ン州 住 宅 コ ミュ ニ テ ィサ ー ビス 局 とパ ー トナ ー シ ッ

プ の 下 で行 わ れ,開 発 資 金 は 住 宅 非 営 利 団 体Networkfbr

OregonAffordableHousingやUSBankか ら調 達 され た。



現 在 の フル タイ ム の ス タ ッフ数 は合 計13名 で あ る。 建

築 家 が7名,建 築 士 の 資 格 を もた な い 建 築 イ ン タ ー ン が4

名,そ の他 に財 務 管 理 者 と事 務 員 が 各 】名 在 籍 して い る。

そ の他 に は外 部 で組 織 の財 政 評 価 を行 う専 門家 を1名 雇

っ て い る。 現 在 の エ グゼ クテ ィブ ・デ ィ レク ター が1997

年 に就 任 す る と同 時 に,彼 女 の建 築 事務 所 とEnvironmental

Worksを 合 併 し,それ と同 時 に そ の 事 務 所 の5名 の 建 築 家

もEnvironmentalWarksに 移 っ た。 ボ ー ドは9名 で,大 学 教

授,地 域 の建 築 事 務 所 の 代 表,銀 行,福 祉 サ ー ビス 関係 者,コ

ミ ュ ニ テ ィ の 代 表 な ど で 構 成 さ れ て い る 。Pordand

CommunityDesignと 同様,多 様 な 人 々 で 構 成 され て い る こ

とが わ か る。

次 に財 政 内訳 で あ る が,2000年 度 の年 間 予算 は約1万 ド

ル で あ る 歳 入 内 訳 は約4分 の3が 有 料 サ ー ビ ス 事 業 に

よ る収 入 で,残 りの4分 の1が シ ア トル 市 か ら支 給 され る

コ ミュ ニLティ 開発 包 括 補 助 金CDBGで あ る。CDBGは 継

続 的 に 毎 年240,000ド ル を 支 給 さ れ て お り,こ れ が

EnvironmentalWorksの 活 動 を 支 え る 大 き な 収 入源 とな っ

て い る。CDBGは シ ア トル 市 福 祉 局(Dept.ofHuman

Services)か ら支 給 され て お り,年間4,000時 間,ソ ー シ ャ

ル ・サ ー ビス ・エ イ ジ ェ ン シー と して活 動 す る とい う契 約

が 交 わ され て い る。民 間 企 業 や 財 団 か らの 献金 は1%以 下

で あ る と ころ が 特徴 的 で あ る(図3-5)。

以上のようにEnvironmentalWorksは 地域において,一般

的な民間建築事務所とほとんどかわ らない営利業務 を行

い,組織の財源を確保することによって,社会的弱者に対す

る住宅供給・支援 を行 うことを可能にしていることが明ら

かになった。また財政内訳の中で大きな比重 を占めている

CDBGを 市当局から毎年継続 して支給されていることが,

活動継続のための重要なポイン トとなっているといえる。

3.3.AsianNeighborhoodDesign(非 営 利型)

AsianNeighbQrhoodDesignは1973年 に カ リフ ォ ル ニ ア

州 立 大 学 バ ー ク レー 校建 築 学 科 の ア ジ ア 系 の 学 生 達 が,チ

ャ イ ナ タ ウン の 環 境 改 善 を 目指 して 設 立 した コ ミュ ニ テ

ィ ・デ ザイ ン ・セ ン ター で あ る。そ の 活 動 内容 は 大 き く4

っ に わ け る こ とが で き る。

第1に,「 建 築 のデ ザ イ ン ・設 計 ・開発 」 で あ る。 低 所

得者 に 対 す る ア フ ォー ダブ ル 住 宅 の創 出 を通 して,彼 らが

貧 困 か ら脱 出 す る こ と を最 終 的 な 目標 と して 定 め,低 所 得

者 層 地域 の 再 生 に 取 り組 む コ ミュ ニ テ ィ ・べ 一 スの 組 織 に

建 築 的 な 支援一を行 って い る。扱 う住 宅 プ ロ ジ ェ ク トは,住

宅 の 修 復,高 齢 者 ・身 障者 な どの スペ シ ャル ・ニ ー ズ住 宅,

精 神 薄 弱 者 用 の 住 宅,ア ル コー ル 中毒 患 者 用 の住 宅,ホ ー

ム レス 用 の シ ェル タv・一一な どで あ る。 第2に,「 家 族 と若 者

の 自立 プ ロ グ ラ ム 」 で あ る 。 これ はAsianNeighborhood

Designが 係 わ っ た住 宅 プ ロ ジ ェ ク トの 居 住 者 を対 象 に し

て,彼 らへ の 住 宅 供 給 と同 時 に彼 らの 職 子 ど もの 教 育 ま

で に 踏 み 込 ん で,彼 らが 経 済 的 に 自立 してい くこ と を 支援

す るプ ロ グ ラム で あ る。1992年 に 市 内 のPotreroHillで 開

発 した10戸 の低 所 得 者 用 住 宅 で は,今 日ま で に3世 帯 は持

ち家 を取 得 す る とい う成 果 をあ げ て い る(図3--6)。

第3に,「 職業訓練プログラム」である。 これは1970

年代後半に高校を退学 した若者達を対象に して職業訓練

を行 うプログラムである。同プログラムには1973年 に成

立 した包括的雇用訓練法(Compreh㎝siveEmploym㎝t



TrainingAct,CETA)の 下で補助金が支給された。年平均

で120名 もの訓練生が16週 間のプログラムを修了し,その

8割 が大工,家具製作職人,配 管工事技師,セ メン トエなど

の職につ くという実績をあげている。第4に 「家具のデザ

イン ・製作」である。若者の職業訓練プログラムと ドッキ

ングさせ,ア メリカ西海岸の非営利組織が供給する低所得

者用住宅やホーム レスに設置するための家具のデザイン,

製作,販 売事業 を行 ってい る。 この営利業務 はAsian

NeighborhoodDesignの 大きな事業収入となっている(図

3-7)。

などを合わせた76%が 営利業務によって生み出されてい

る。15%は 市長室特別住宅部からのCDBGで あり,これは

毎年支給されている。2000年 度は900万 ドルの15%す な

わち135万 ドル ものCDBGが 支給 されている。残 りの9%

が民間企業,財 団からの献金で占められている(図3-8)。

以上のようにAsianNeighborhoodDesignは,住 宅供給に

とどまらず,低所得者の自立を促す生活 ・経済支援を組み

合わせることで,彼らに対する総合的な支援を行っている。

その活動 を支えているのは,財政内訳の6割 を占める家具

製作による収入 と毎年継続 して支給 されているCDBGで

ある。

AsianNeighbo]rhoOdDesignに は フル タイ ム の ス タ ッフ

が120名 在 籍 してい る。そ の 内,建 築 家 は8名 で あ り,そ の

他 は 家 具 職 人(51名)や 大 工(3名),ソ ー シ ャル ・サ ー

ビス 業 務 を行 うス タ ッフ(12名)な どで あ る。 理 事 会 は

11名 で 構成 され て お り,そ の 内 訳 は 地 元 の 建 築 家,弁 護 士,

財 政 管 理 な ど で あ る。地 元 の住 民 が ボ ー ドに含 ま れ て お ら

ず,組 織 が 専 門 家 た ちに よ って のみ 運 営 され て い る の が 特

徴 で あ る。

2000年 の 歳 入 は$9,000,000で あ る。 歳 入 内訳 で 最 も

多 い の は 「家 具 製 作 に よ る売 上 」(60.8%)で あ る。 それ

と 「有料 の建 築 サー ビス」(13,7%),「 開発 利 益 」(1.5%)

3-4.ConmunityDesignCenter(SF)(非 営 利 型)

CommunityDesignCenter(SF)は1967年 にサ ン フ ラ ン シ

ス コ市 で設 立 され た非 営 利 型 組 織 で あ る(図3-9)。1960年

代 後 半 か らカ リ フ ォル ニ ア 大 学 バ ー ク レー校 で 始 ま っ た

全 米 の 大学 紛 争 と平行 して,67年 ご ろ か ら同大 学 建 築 学 科

の 学 生 が,低 所 得 層 の 居 住 す る コ ミ ュニ テ ィ を 対 象 に した

建 築 サー ビス を 開始 した の が き っ か け で あ る。当初 は 大 学

の 学 外事 業(UniversityExt㎝si㎝)と して運 営 され て お り,

設 立 の 際 に は 大 学 か ら1万 ドル の 資 金提 供 を受 け て い る。

ま た1968年 に連 邦 政府 経 済機 会 局 に よ る計 画 扶助 事 業注

2)か らの 補 助 金 を68年($111
,350),69年($150,518)

受 け る こ と とな り,活動 も軌 道 に 乗 り始 め た。 当時 は 同 市

のYerbaBuena再 開 発 プ ロジ ェ ク トに 対 して,地 域 住 民 を

支 援 して代 替 案 の 作 成 な どの ア ドボ カ シ ー 的 な活 動 を 強

力 に行 っ て い た こ とが 全 米 で 広 く知 られ て い る。 設 立26

年 目に 同組 織 は 組 織 改 革 を行 い,大 学 の 一 部 と して活 動 が

行 わ れ て い たCommunkyDesignCenter(SF)を 大 学 か ら独

立 させ て,1993年 に非 営 利 組 織 と改 変 した。 これ は 大 学 の

一 部 と して 運 営 して い る がた め に受 け る制 約
,すな わ ち,活

動 に対 す る大 学 か らの 干 渉 や 公 共 ・民 間セ ク ター か ら補 助

金 ・献 金 を 受 け る際 に手 続 き が 複 雑 に な る こ と,さ らに は

大 学 の 一 部 と して 運 営 す る こ と に何 の メ リ ッ トも 見 出 せ

な く な っ た こ と がそ の理 由 で あ る。



CommunityDesignCenter(SF)の 活 動 内 容 は,大 き く3つ

に分 け る こ とが で き る。第1に デ ザ イ ン と開 発 で あ る。土

地利 用 計 画,建 築 図面 と模 型,プ ロ ジ ェ ク トの コ ス トの 見 積

も り,コ ミュニ テ ィ ・ニ ー ズ の調 査,公 園 の デ ザ イ ン,環 境

影 響 評 価,グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ザ イ ンな どで あ る。 第2に コ

ン サル テ ィ ン グ業 務 と リサ ー チ で あ る。建 築 基 準 の リサ ー

チ,住 宅 市 場調 査,市 へ の 提 案 の 支援,商 業 開 発,建 物 の 危 険

度 調査,建 設物 の査 定 な どを 手 が け る。 第3に,情 報提 供 と

トレー ニ ン グ(教 育)で あ る。ワー ク シ ョ ップ とセ ミナ ー,

住 宅 保 存,セ ル フ ・ヘ ル プ ・ トレー ニ ン グ,財務 評 価,環 境 汚

染 物 な どで あ る。こ の よ うにCommunityDesignCenter(SF)

は,地域 の低 所 得 者 地 域 にお け る コ ミュ ニテ ィ 開発 組 織 が

必 要 とす る あ ら ゆ る建 築 ・プ ラ ン ニ ン グ の サ ー ビス を提 供

して い る。

組 織 構 造 は ス タ ッ フ数 が 計4名 で,そ の 内 訳 は 建 築 家3

名,プ ラ ン ナ ー1名 で あ る。 デ ィ レク ター の プ ラ ンナ ー は

設 立 当 時 か ら継 続 して デ ィ レク ター を努 めて お り,ま た建

築 家1名 は20年 前 に 学 生 と して活 動 を行 っ て い た人 物 で

あ る。ボー ドは7名 お り,そ の 構 成 は 建 築 家 低 所 得層 コ ミ

ュニ テ ィの リー ダー な どで,地 理 的 ・人種 的 に 多様 な メン

バ ー で 構 成 され る よ うに 配 慮 され て い る。

1998年 度 の 年 間 歳 入 は$300,000で あ る。 歳 入 内 訳

は,70%が 公 共 か らの補 助 金,30%が 有 料 サ ー ビ ス事 業 に

よる収 入 で あ る。 公 共 か らの 補 助 金 は,サ ンフ ラ ン シ スコ

市 の 特 別 市 長 室 住 宅 部 か らのCDBGや,カ リフ ォル ニ ア州

の コ ミュ ニ テ ィサ ー ビス ・開 発 局,バ ー ク レー 市 な どか ら

の補 助 金 な どで あ る 。さま ざ ま な郡,州,市 の機 関 か らの公

共補 助 金 を集 約 して い る こ とが わ か る 。また 民 間 企 業 ・財

団 か らの 献 金 は ゼ ロ とい うの が,同 組 織 の歳 入 内訳 の特 徴

で あ る(図3-10)。

あらゆる建築 ・プランニングのサー ビスを提供 している。

それを支えているのは州 ・郡 ・市などさまざまな公共セク

ターから集約 した公共のプログラム補助金である。

3-5.CityDesignCenter(Universityof目linois,

Chicago)(大 学 ベー ス 型)

CityDesignCenterは イ リノイ 大 学 ・シ カ ゴ校 の 建 築 学

科 ・都 市 計 画 学 科 ・芸 術 学 科 に 拠 点 をお く大 学 べ 一 ス型 の

組 織 で あ る。1995年 に建 築,都 市 計 画,建 築 史,グ ラ フ ィ ッ

ク ・デ ザ イ ン な どの教 授5名 が,大 学 内 の 多 分 野 に わ た る

デ ザ イ ン の 技 術 を 生 か して,地 元 の コ ミュニ テ ィ組 織 と共

に都 市 の デ ザ イ ン活 動 を行 っ て い くこ とを使 命 と して設

立 した。 設 立 に は 地 元 の 民 間財 団 の(irahamFoundationfor

AdvancedStUdiesintheFineArtsか らの プ ラ ン ニ ン グ ・グ ラ

ン ト$IO,000と 学 長 や 建 築 学 科 か ら少 額 の資 金 が提 供 さ

れ て い る。

活 動 の 三 本 柱 は① 財 団,市 当 局,コ ミ ュニ テ ィ組 織 か ら

の依 頼 に 応 じて 教 官 が行 う多 分 野 に わ た る リサ ー チ プ ロ

ジ ェ ク ト,② 低 所 得 層 居 住 地 域 の コ ミュ ニ テ ィ組 織 か らの

依 頼 に対 す る技 術 的 支援,③ 地 域,国,国 際 レベ ル の 学 術研

究者,専 門 家,公 共 の役 人,市 民 な どが 参加 す る 講 義,ワ ー

ク シ ョ ップ,シ ンポ ジ ウム,イ ン タ ー ネ ッ トな どで あ る。こ

れ ら の活 動 を プ ログ ラ ム に分 類 す る と,表3--1の よ うにな

る(表3-1)。

以 上 の よ うにCommunityDesignCenter(SF)は 地域 の低

所 得 者 地 域 にお け る コ ミュ ニテ ィ開 発 組 織 が必 要 とす る

CityDesignCenterの 活 動 に は建 築 学 科,都 市 計 画 学 科,

芸術 学科 な どの 学 生 た ち が参 加 して い る。学 生 の か か わ り

方 は,①授 業 の 一環 ス タジ オ と して行 うもの,②CityDesign

Center内 で の イ ン ター ン シ ップ,③ 民 間 事 務 所 に お け る 活

動,④ 教 官 の リサ ー チ の 補 助,の4つ に わ け る こ とが で き る。

これ ら は建 築,都 市 計 画 に と どま らず,教 育,福 祉,雇 用 な ど



の 多 分 野 に わ た る視 点 か ら地 城 の 諸 問 題 につ い て 考 え,実

践 的 な 活 動 を行 うこ とが ね らい と され てい る。③ に 関 して

は,無 償 の 労 働 力 で あ る 学 生 を民 間 事 務 所 に 送 り込 む こ と

で,民 間 の 事 務 所 が 低 所 得者 層 に対 す る低 料 金 の サー ビス

を提 供 す る こ と を実 現 させ て い る。 ④ に 関 して は,数 多 く

の 学 生 が リサ ー チ ア シ ス タ ン トとな り,夏 には10～20時

間(週)フ ル タイ ム で 働 い て い る。(有 給)学 生 の 活 動 は

授 業 の ス タ ジ オ を除 き,す べ て 給 料 が 支払 わ れ る こ とに な

って い る。

CityDesignCenterは 大 学 か らは継 続 的 に 年 間80,000ド

ル の 資 金 提 供 を 受 けて い る が,当 初 は資 金 の 獲 得 に苦 労 し

た よ うで あ る。 大 学 側 に と ってCityDesignC㎝terに 対 し

て 資 金 提 供 をす る こ との メ リ ッ トを理 解 させ る こ と が 必

要 で あ り,CityDesignCenterが 支 援 しよ う とす る コ ミュ ニ

テ ィ組 織 と 自治 体 の パ ー トナ ー シ ップ が 確 立 され た後 に

そ れ は容 易 に な った 。 これ は 大 学 が リサ ー チ を 重 視 し,実

践 的 な活 動 を支 援 す る風 潮 で は な い とい うこ と を証 明 す

る事 例 で あ る。 さ ら にCityDesignCenterの 活 動 が 軌 道 に

乗 った の は,Universityofminois,Chicagoに よっ て1995年

に 開 始 され たGreatCitiesInitiativeと い うプ ログ ラ ム で あ

る。 同 プ ロ グ ラム は,大 学 が 地 域 の 一 市 民 と して 地域 の ま

ち づ く りに 参 加 して い こ う との ね らい の 下,1994年 にUIC

に よ っ て 開 始 され た 。 これ は2.で 述 べ たHUDか らの

COPC補 助 金(1994～1997年,$500,000)とFamieMae財

団 のUCIPプ ロ グ ラ ム補 助 金(1997～2000年,$500,000)に

よ っ て 行 わ れ て い る 。 同 プ ロ グ ラ ム 内 の1つ で あ る

NeighborhoodInitiativeプ ロ グ ラ ム は,大 学 の周 辺 地 域 に お

い て,低 所 得 者 用 住 宅 の供 給 ・開 発,地 域 経 済 の 開発,商 業 の

活性 化,チ ャ イ ル ドケ ア,建 築 ・コ ミュ ニ テ ィ 開発 分 野 の 住

民 や コ ミ ュニ テ ィ組 織 の 教 育,職 業 訓 練 な どの幅 広 い 分 野

で,リ サ ー チ,技 術 的 支 援,教 育 を 実 行 す る こ とを 目 的 と し

てい る。 同 プ ログ ラ ム は1999年 にHUDか ら最 優 秀 実 践

賞 を受 賞 し,高 い 評 価 を 受 け て い る プ ロ グ ラ ム で あ る 。

1995年 ～2000年 の 間 に,65の コ ミュニ テ ィ組 織 や 公 共 の

部 局 と協 働 で都 市環 境 改 善 の30数 件 の プ ロ ジ ェ ク トに取

り組 んだ 。 そ の活 動 に は30名 の教 官 お よび150名 の 学 生

が参 加 してい る(表3-2)。 近 年 は 、 コ ミュニ テ ィ連 合 組 織

の依 頼 を受 け て 、 市 内 最 大 の 公 共 住 宅 団 地(3500戸)の

公 共 住 宅 再 生 団地 計 画(HOPEVI)を 居 住 者 と共 に作 成 す る

な どの活 動 を行 っ て い る(図3-11)。

CityDesignCenterの 活 動 の特 徴 は第1に,民 間 とは 異 な

り,コ ミュ ニ テ ィ組 織 に さま ざま な 計 画 を作 成 した り,建

築 家 の選 定 の 際 に 選 択 肢 を与 えた り とい っ た,コ ミュニ テ

ィ の 可 能 性 を 大 き くす る た め の 支 援 を行 っ て い る 点 で あ

る。 物 的 な もの を 生 産 す る こ と で は な く,コ ミュニ テ ィが

それ らを 自身 で行 っ て い け る よ うに して い る。第2に 多 分

野 に わ た る 支援 を行 っ て い る。低 所 得者 が集 中す る地 域 は,

建 築 だ け で は な くプ ラ ンニ ン グ や 他 の さ ま ざま な分 野 の

支援 が 必 要 と して い る か らで あ る。こ の よ うにCityDesign

Centerは,直 接 的 ・物 理 的 な事 柄 を扱 うこ とは な い の で,そ

の 実績 を数 で 示 す こ とは 困難 で あ る。

組 織 構 造 で あ る が,有 給 ス タ ッ フ は 計3名 で,プ ロ グ ラ

ム ・コー デ ィネ ー ター,ア フ ォ ー ダ ブ ル 住 宅 プ ロ グ ラ ム ・

コー デ ィネ ー ター,リ サー チ ア シ ス タ ン トで あ る。大 抵10

～12名 の学 生 の リサ ー チ ア シ ス タン トが 教授 に つ い てい

る。ボー ドは他 者 に よ っ て管 理 され ず に教 官 た ち の意 思 を

尊 重 した い とい う理 由 で設 け てい ない 。

2000年 の 年 間 歳 入 は$750,000で あ る。 歳 入 内訳 は公

共 セ ク ター か ら の補 助 金 が72%を 占 め て い る。 この 中 に

は市 住 宅 局 との先 に述 べ たHUDのNeighborh(玲ds

Initiativeプ ロ グ ラ ム が含 まれ てい る。



残 りの28%は 民間 企 業 と財 団 か らの 献金 で あ る。 この 中

で大 部 分 を 占め て い る の はFannieMae財 団 のUhiversity

CommunityofPartnershipInitiative(UCPI)プ ロ グ ラム で あ る

(図3-12)。

以 上 の よ うにCityDesignCenterは,学 生 の教 育 を行 うの

と同 時 に 、初 動 期 に お け る コ ミュ ニ テ ィ組 織 の 教 育 とエ ン

パ ワ ー メ ン トを 行 っ て い る 。 ま た 大 学 で 行 っ て い る

Neighborhoodlnitiativeプ ロ グ ラム に対 して,HUDか らの 多

額 の補 助 金 が支 給 され て い る。

3-6.C㎝unityDesignCenterofPittsburgh(以 下CDCP)

(ボ ラ ンテ ィ ア型)

CDCPは1968年 に 設 立 され た ボ ラ ンテ ィア型 の組 織 で

あ る。 当時 は ス キ マ テ ィ ックデ ザ イ ン,建 築 製 図 とい った

直 接 的 な建 築 技 術 支 援 活 動 を行 っ て い た。当 時 ス タ ッフ は

VISTAボ ラ ンテ ィア 注3)と して連 邦政 府 か ら給 料 が 支払 わ

れ てい た。 現 在 の事 務 所 はAIAピ ッツバ ー グ 支部 とシ ェ

ア して い る(図3-13)。

を受 け た。現 在 、デ ザ イ ン ・フ ァ ン ドは 民 間財 団 か らの献

金 に よ っ て賄 われ て い る(表3-3)。 これ は 回 転 資 金 で,資

金 提 供 を受 け た コ ミュニ テ ィ組 織 が プ ロ ジ ェ ク ト終 了後

にCDCPに 返金 す る こ とに な っ て い る。 しか し現 実 に は

回収 率 は20%に と ど まっ て お り,CDCPに とっ て は 大 き な

出費 に な っ て い る。 この プ ロ グ ラ ム に お い て は,CDCPの

ス タ ッ フ とボ ー ドが,民 間 事 務 所 との コ ー デ ィネ ー トお よ

び初 期 の支 援(デ ザ イ ン や プ ラ ン ニ ン グ の ア イ デ ィア を 提

供,コ ン サ ル タ ン トの 推薦,市 当局 へ の 働 き か け)を 行 っ て

い る。 これ ま で の 実績 は,1987年 ～2000の 間 に,100を 超

え る プ ロ ジ ェ ク トを支i援 して お り,3000万 ドル を超 え る

投 資 を 引 き付 け て い る。

例えば,資金提供を受けた組織の活動は,CDCに よる低

所得者住宅の新規建設(図3-14)や,地 域活性化のために,

芸術家たちを地域に移 り住ませて小企業を地域に誘致す

るなどの取り組みが行われている。後者は,7名 の芸術家

が地域に移 り住み,$365,000の 投資,芸 術家ローンファ

ン ドに$43,500の 低金利の融資が行われているとい う実

績をあげている(図3--15)。

現 在 の活 動 内容 は,大 き く3つ に 分 類 す る こ とが で き る。

第1に,デ ザ イ ン ・フ ァン ドと技 術 的 支援 で あ る。 コ ミ

ュ ニ テ ィ組 織 が 初 期 の 段 階 で 建 築 や プ ラ ンニ ン グの サ ー

ビス を民 間事 務 所 か ら受 け る た め の 資 金 を提 供 し,事 業 に

着 手 す る ま で の支 援 を行 う。 活 動 を 開始 した1960年 代 後

半 は 直接 的 な建 築 支i援を 行 っ て い た が,1987年 に 方 針 転

換 し,直接 的 に建 築 分 野 の 技 術 的支 援 を 行 うこ とをや め て

い る。 そ れ は以 下 の よ うな理 由 か らで あ る。 第1に,コ ミ

ュニ テ ィ組 織 がCDCPで は 手 にお え な い よ うな複 雑 で本

格 的 な住 宅 開発 を手 が け る よ うに な っ た こ と,第2に,コ ミ

ュ ニ テ ィ組 織 に と っ て資 金 獲 得 が重 要 な 課 題 とな っ て き

た こ と,第3に,低 料 金 で建 築 サー ビス を提 供 す る こ とに対

す る 民 間事 務 所 か らの批 判 が 高 ま った こ と,であ る。

1987年 の デ ザ イ ン ・フ ァ ン ドの 創 設 に あ た っ て

は,PittsburghPartnershipforNeighborhoodDevelopmentと い

う地 元 の イ ン ター ミデ ィ ア リー か ら$50,000の 資 金 提 供

第2に,RenovatienlnirormationNetwork(RIN)で あ る。

これ は地 域 住 民 が住 宅 の修 復 を行 う際 に,CDCPに 登 録 し

て い る ボ ラ ンテ ィ ア の建 築 家 が低 料 金 で建 築 家 に修 復 お



継 続 して 年 間$40,000の 資 金 提 供 を受 け てい る。 少額 で

で あ るが,市 議 会 へ の働 き か け運 動 に よっ て確 保 され て い

る とい う。ま た,市 都 市 再 開発 局 か らの 委 託 業務 で は,8つ

の ビ ジネ ス 街 に お け るス ト リー ト・デ ザ イ ン の 支援 を行 っ

てい る(MainStreetBusinessAssistanceDistrictプ ロ グ ラム)。

61%は 民 間 企 業 ・財 団 か らの献 金 で あ る。ほ とん どが 地 元

の 財 団 か らの 資 金 で あ る。ヒ。ッツバ ー グ市 に は全 米 の 中 で

も数 多 くの財 団 が あ る都 市 で あ る。同市 は かつ て鉄 鋼 で栄

えた 都 市 で あ り,そ の時 期 に 数 多 くの財 団 が 生 ま れ る地 域

的 な 基盤 が あ っ た よ うで あ る。残 りの26%はRINやPedal

Pittsburghな どの プ ロ グ ラム に よ る収 入 で あ る(図3-16)。

け る知 識 や デ ザ イ ン にお け る助 言 を 与 え る プ ログ ラ ム で

あ る。RINに は80の ボ ラ ンテ ィ ア の建 築 家 が登 録 され て

お り,1回$50で ボ ラ ンテ ィア の 建 築 家 を派 遣 す る。1996

年 ～2000年 に360世 帯 の 持 家 主 にボ ラ ンテ ィア 建 築 家 を

斡 旋 し,そ れ が270万 ドル 規 模 の 住 宅 改 善 に つ な が っ て い

る。

第3に,PedalPittsburghで あ る。 同 プuグ ラ ム は,市 内 で サ

イ ク リン グ を行 い,市 内 の ラ ン ドマ ー クや コ ミュ ニ テ ィ活

性 化 の取 り組 み を見 学 し,市民 の地 域 に 対 す る 関 心 を 高 め

る こ と を 目的 に した プ ロ グ ラ ム で あ る。1994年 に か ら

2000年 ま で に1万 人 もの 市 民 が 参 加 して い る。 参 加 費 を

一 人20～25ド ル 徴 収 す る こ と に よ って
,1回 につ き$40,

000～60,000の 資金 を獲 得 して お り,これ は 同 組 織 の 非 常

に 大 きな財 源 に な っ てい る。2000年 に は1850名 が参 加 し,

$65,000も の収 益 を あ げ て い る 。

組 織 構 造 は,フ ル タイ ム ・ス タ ッフ が計4名 で,そ の 内 訳

は デ ィ レ ク ター,建 築 家,プ ログ ラ ム ・コー デ ィ ネ ー タ

ー一
,PedalPittsburghプ ログ ラ ム の担 当者 とな っ て い る。 ま

た パ ー トタイ ム の 事 務 員 が1名 い る。 ボー ドは現 在19名

お り,建 築 家 プ ラ ンナ ー,コ ミュニ テ ィ組 織,不 動 産 市役

人,地 元 の銀 行 関係 者 な どで構 成 され て い る。CDCPの ボ

ー ド ・メ ンバ ー は デ ザ イ ン ・フ ァ ン ドに お け る提 案
,プ ロ

セ ス,財 源 な どの 実 際 の業 務 に係 わ りを もっ て い る こ とが

特 徴 的 で あ る。

CDCPに は42の 民 間建 築 事務 所 が ボ ラ ン テ ィア と して

登 録 して い る。CDCPが 民 間 の建 築 事 務 所 にボ ラ ンテ ィ ア

や ス ポ ンサ ー に な る よ う働 き か け を行 っ て ボ ラ ン テ ィ ア

を リクル ー トして い る。事 務 所 は少 額 の 報 酬 を受 け取 る が,

事 務 所 に よ っ て は,全 くの無 償 で 行 う とこ ろ もあ る。 事 務

所 とは 一 般 的 に は 良好 な 関係 とい え るが,最 終 的 に コ ミュ

ニ テ ィ組 織 が 自分 の 事 務 所 を 選 定 しな か った 場 合 に,そ れ

ま で の 時 間 が 無 駄 で あ っ た とい う事 務 所 も 少 な くな い と

い う。

2001年 の 年 間 歳 入 は$378,851で あ る。 歳 入 内 訳 は

13%が 公 共 か らの 補 助 金 で あ る。ピ ッツバ ・…一・グ 市 当 局 か ら

以上のことから,CDCPは コミュニティ組織に対する初

動期における資金的 ・技術的支援と,市の都市環境デザイ

ンに対する関心を啓発するといった役割を果たしている。

特にデザイン ・ファンドにおいて,数多くのコミュニティ

組織のプロジェク トを支援 してお り,これ らの組織が低所

得者住宅の供給や商業活性化などを行っている。また,こ

れ らの活動は多数の地元の民間財団,ボ ランティアの建築

家たちによって支えられている。

3-7.NeighborhoodDesignCenter(ボ ラ ン テ ィア 型)

NeighbOrhoodDesignCenterは1968年 に メ リー ラ ン ド

州 ・プ リンス ジ ョー ジ郡 で 設 立 され た ボ ラ ンテ ィ ア型 の組

織 で あ る。1994年 に 同州 ボル チモ ア市 に お け るニ ー ズ の

増 大 に伴 い,同 市 で分 室 をつ くった 。NDCの 活 動 内容 は

5つ に分 類 す る こ とが で き る。

第1に,空 地 ・空 き 家 再 生(NeighborhoodStrategic

Planningプ ログ ラ ム)で あ る。 同 市 で は1970年 代 か ら空

き 家 ・空 地 が増 加 し,今 日で は市 内 に は40,000も の 空 き

家 ・空 地 が存 在 して い る。1998年 に ボ ル チ モ ア 市 の 空 き

家 ・空 地 が 散 在 す る地 域 の 改 善提 案 を募 集 す る コ ンペ を行

い,現 在 は コ ンペ で 出 され た 案 を実 現 して い くた め の 委 員

会 をNeighborhoOdDesignCenter内 で結 成 し,地 域 の い くつ



もの 非 営利 組 織 をネ ッ トワー ク で結 び,市 の 住 宅 コ ミッ シ

ョナ ー に 提案 す る た めの 空 家 ・空 地 の政 策 を議 論 して い る。

同 プ ロ グ ラ ム に は,FanieMae財 団,市 住 宅 コ ミュ ニ テ

ィ開 発 局 か ら資 金 提 供 を受 けて い る。

第2に,安 全 な 遊 び 場 づ く りで あ る。これ は,子 供 た ち が

安 全 で 遊 べ る場 所 を創 出 して い こ う とい う認 識 の 下 で一

致 した い くつ か の コ ミュ ニ テ ィ組 織 が 中 心 に な っ て 開 始

され た プ ログ ラ ム で あ る。 ボ ル チ モ ア 市 に は ア ス フ ァル

ト ・コン ク リー トで舗 装 され て い た り,遊 具が 老 朽 してい

た りす る300も の安 全 で は な い運 動 場 が あ る。コ ミュ ニテ

ィ組 織PlayingSafecoalitionと 共 に,ボ ル チモ ア市 長 管轄 下

の プ レイ グ ラ ウ ン ド実 行 部 隊 と して ボ ル チ モ ア 市 内 のす

べ て の 安 全 で は な い 公 園 の5ヵ 年 改 善 計 画 を策 定 して い

る。い くつ もの コ ミュ ニ テ ィや 小 学校 で 公 共 ・民 間 か らの

資金 集 め に 取 り組 み,こ れ ま で に$900,㎜ を獲 得 してい る。

第3に,犯 罪 防 止 の た め の 環 境 デ ザ イ ン(Designfor

Safetyプ ログ ラ ム)で あ る。 これ は犯 罪 防 止 の た め の環 境

デ ザ イ ン プ ログ ラ ム で,ド ラ ッグの 取 引,ご み,バ ン ダ リズ

ム が 蔓延 す る 地域 を 対象 と して い る。数 年 前 か ら若 手 芸 術

家 が この 取 り組 み に 参加 し,2000年 に は 市 内 南 西 のTraci

AtkinsParkで,公 園 の改 善 の た め に$50,000を 用 い,照

明,新 しいエ ン トラ ン ス,サ イ ン,ラ ン ドス ケー プ の改 善 を

行 っ た。 噴 水 は修 理 され,そ の周 りの 壁 が 若 手 芸 術 家 に よ

っ て デ ザ イ ン され た。 この プ ログ ラ ム に は,州 知 事 の 犯 罪

防 止 室,市 長 室 犯 罪 部 門 か ら80,000～200,000ド ル の 補

助 金 を 受 け て い る。

第4に,住 宅 地 の 質 の 向 上(NeighbOrlyPlaceプ ロ グラ

ム)で あ る。 これ は,中 流 階級 ・労働 者 階級 の ボル チ モ ア

市 内 にお け る人 口 の 入 れ 替 わ りや 地 域 経 済 の 衰 退 化 な ど

を背 景 と して,住 宅 地 の質 向 上や 地域 経 済 の 活性 化 な どを

ブ ロ ッ ク レベ ル で 行 うプ ロ グ ラム で あ る。住 宅 改 造 に対 す

る支 援 や イ ンセ ンテ ィブ,地 域 の 安 全性 を 向 上 させ る こ と

を 目標 と して い る。同 プ ロ グラ ム は,HealthyNeighbOrhood

Initiativeと い う市 の プ ログ ラ ム の 下 で行 っ て い る。この 補

助 金 と財 団 か ら献 金 を合 わ せ る と200,000ド ル に の ぼ る。

例 えばBaldmore・Linwood住 宅 街 で は 、 住 宅 入 り口へ の 階

段 の 補 修 とコ ンテ ナ ー ・ガ ー デ ニ ン グ を手 が け た 。

30世 帯 の 住 宅 に お い て 、 コンテ ナ ー とポ ー チ の 照 明 を設

置 した(図3-17)。 この費 用 は住 民 か らの 寄 付 と非営 利 組

織BannerNeighborhoodか らの献 金 で ま か な われ た。

組 織 構 造 は ス タ ッフ数 が 計14名 で,そ の 内訳 はデ ィ レ

ク ター一一1名,プ ログ ラ ム ・デ ィ レク ター1名,プ ロ グ ラム ・

コー デ ィネ ー ター8名,プ ログ ラ ム ・マ ネ ー ジ ャー2名,ボ

ラ ンテ ィア ・コー デ ィネ ー ター-1名,オ フ ィ ス ・マ ネ ー ジ

ャ ー1名 で あ る。 ボ ラ ン テ ィ ア ・コ ー デ ィネ ー タ ー は

AmeriCorpsか ら給 料 が 支 払 われ る。 ボ ー ドは 計21名 で,

建 築 家,メ リー ラ ン ド州 ・ビジネ ス経 済 局 職 員,メ リー ラ ン

ド大 学教 授,銀 行 関 係 者 で あ る。 ボ ラ ン テ ィア の登 録 数 は

300名 で あ る。専 門 は 建 築,ラ ン ドス ケー プ,土 地 利 用 計 画,

経 済 ・不 動 産 開発,イ ンテ リア ・デ ザ イ ン,施 設 管 理,エ ン

ジ ニ ア,グ ラ フ ィ ッ ク デザ イ ン,コ ミュ ニテ ィ ・プ ラ ンニ ン

グな どで あ る。 ボ ランテ ィ ア の リクル ー トの 方 法 は,地 元

の新 聞 へ の掲 載,AIA,APA,ASLAな どの 専 門 家 組 織 ネ ッ

トワー ク の利 用,ロ コ ミ,イ ン ター ネ ッ トな どが あ る。ま た

地 元 の建 築 事 務 所 と連 絡 を と り,ス タ ッフ に 呼 び か け て も

らっ た り,月2～3回 大 き な事 務 所 をね らっ て訪 問 した り

して,NeighborhoOdDesignC㎝terの 活 動 をア ピー ル し,ボ

ラ ンテ ィ ア へ の参 加 を 呼び か け てい る。事務 所 に ス タ ッ フ

の 時 間 を寄付 して も らっ て,彼 らが事 務 所 か ら給 料 を も ら

い な が ら,NeighborhoOdDesignCenterで 無 償 の ボ ラ ンテ ィ

ア と して働 け る よ うにす る の で あ る。デ ィ レク ター の話 に

よ る とボ ラ ン テ ィ ア の 専 門 家 は,彼 ら が通 常 の 仕 事 で 行 っ

て い な い よ うな 活 動 を行 うこ とが で き る こ と に 大 き な意

義 を感 じて 活動 を行 っ て い る とい う。

財 政 内訳 は 企 業 ・財 団 の諸 プ ログ ラ ム の補 助 金 が49.1%,

公 共 か らの補 助 金 が43.8%を 占 め て い る(図3-18)。 ボ ラ

ンテ ィア型 のCommunityDesignCenterofPittsburgh(13%)

と比 べ る と公 共 か らの 資 金 が 大 きな 割 合 を 占 め て い る と

い え る。市 か らのCDBGは2000年 の 収 入 の20%を 占 め て

い る。プ ロジ ェ ク ト収 入 は6.9%で あ り,CommunityDesign

CenterofPittSburgh(25%)と 比 べ る と非 常 に少 ない 。



近 年 は,年 々公 共 か らの 補 助 金 が 減 り,財 団 か らの 献 金

が増 え て い る傾 向 に あ る。年 間 予 算 は,1994年 は$174,782,

2000年 は$502,853で あ り,7年 間 で約3倍 に増 加 してい

る。

以 上 の こ とか ら,NeighborhoOdDesignCenterは 空 地 ・空

き家 の 再 生,都 市 の 安 全 を推 進 す る役 割 を 果 た して い る。

これ を支 えて い るの は,市 との パ ー トナ ー シ ップ,他 組 織 と

連 携 数 多 くの ボ ラ ン テ ィア と、 そ れ を支 え て い る専 門 家

の職 能 と建 築 事 務 所 の 協 力 に よ って 実 現 され て い る。市 と

の パ ー トナ ー シ ソプ が 確 立 され て い る所 以 は,地 域 の ニ ー

ズ を的 確 に捉 えた プ ロ グ ラム を 行 っ て い る こ とで あ ろ う。

4.専 門家スタッフの職能意識

コミュニティ・デザイン・センターではどのような専門

家が,どのような意識をもって働いているのだろうか。

まずコミュニティ・デザイン・センターの設立が相次い

だ1960年 代後半について述べる。1968年 にフィラデルフ

ィアで設立されたArchitectSWorkShopが 出版 したAPrimer

forCommunityDesignCenterslこ よると,1960年 代当時は建

築家・プランナーの社会的意識の高揚が大きな要因であっ

たとい う。公民権運動,ベ トナム反戦運動が高まる社会背

景下で,自らの専門技能を活かして社会貢献 したい,役立て

たいという意識が飛躍的に高まっていた。そのためにコミ

ュニティ・デザイン ・センターの活動に参加 したいと望む

専門家が数多 く存在してお り,専門家が不足することはな

かった。

それでは今 日はどうであろうか。2000年9月,2001年6

月の調査時にディレクターや スタッフに対するヒア リン

グによると,彼らの職能意識は以下の3つ に分類すること

ができる。第1に1960年 代後半と同様に,自らの専門知

識 ・技能を生かして社会的な貢献がしたいという意識であ

る。アメリカにおける人種 ・貧困問題を解決するために,

建築 ・プランニング分野で低所得者 層地域に貢献 し,公正

な社会実現につなげたいとい う意識をもつ専門家たちが

多かった。第2に,民 間セクターよりもコミュニティ ・デ

ザイン・センターにおける仕事のほ うが魅力的でエクサイ

ティングであるとい う感覚である。非営利セクターである

がゆえに,利益を第一義的 とするのではなく,民間市場には

のらない利益を生まないがしかし,社会的に意義がある活

動を行える職場であるコミュニティ・デザイン・センター

に満足 している専門家たちが多い。第3に,特 に民間事務

所 との違いを感 じないとい う専門家であった。選択肢の1

つ としてコミュニティ・デザイン ・セ ンターがあっただけ

であ り,特別な意識があってそこで活動 しているのではな

いという専門家である。このようにコミュニティ・デザイ

ン・センターは自らの専門分野における高い職能意識を持

っている専門家たちやその仕事の内容に魅力を感 じてい

る 専 門家 が在 籍 してい る。こ の よ うな専 門家 の職 能 意 識 は,

コ ミュ ニテ ィ ・デ ザイ ン ・セ ン ター が成 立 して い る条 件 の

1つ に な っ て い る とい え るで あ ろ う。

5.ア メリカにおけるコミュニテ ィ ・デザイン ・センター

成立条件と日本における可能性

以上のことから,アメリカにおいてコミュニテ ィ ・デザ

イン・センターが成立 している条件は以下の5点 に整理す

ることができる。

1)公 共 ・民間 ・非営利セクター とのパー トナーシップ

コミュニティ ・デザイン ・センターが支援するプロジェ

ク トにおいては,地方自治体 と共に住宅や福祉関連の非営

利組織などの多様な主体のパー トナーシップが形成され

ている。全米の自治体は地域再生をパー トナーシップによ

って進めていこうという方針を明確に打ち出 してお り、そ

の点が日本 と決定的に異なる。

2)コ ミュニティ ・ベース型のまちづくり組織の発達

アメリカではコミュニティ開発法人CDCの ような非営

利のまちづくり組織が高度に発達してお り,それらが住宅

供給,商業開発,雇用の創出などを展開 している。日本では,

住民主体型のまちづくりを進めるための推進母体となる

まちづ くり組織が発達 していない。主体 となる住民組織の

存在があってこそ,専門家支援の下で住民主体型の地域づ

くりが可能になるであろう。

3)非 営利セクターを支える仕組み

アメリカでは民間財団やインターミディア リー,非営利

財団などが複雑に絡み合い,まちづくり組織や専門家組織

の活動を資金的 ・技術的に支援する仕組みが整っている。

また,金融機 関に対 してその近隣の地域再生に対する融

資 ・投資を促す制度であるタックス ・クレジッ トや,企業

あるいは民間投資家が低所得者用住宅に投資す ると連邦

所得税額控除を4～9年 間にわたって受けることができ

るコミュニティ再投資法なども,非営利セクターの活動を

支えている重要な制度である。このように民間セクターが

非営利組織に資金提供する際のインセンティブが与えら

れている。また,民間セクターの資金は公共セクターより

も活動に制約 を受けずに自由に使 うことができるとい う

意味でも,日本においても民間セ クターから非営利組織が

資金提供を受けることができるメカニズムが必要となっ

てくる。

4)大 学と地域コミュニティとのパー トナーシップ

全米では1990年 代以降,教育機関としての知識 と技術を

地域再生に還元していく取り組みが活発になっている。

これを後押 ししているのは,HUDのCOPCプ ログラム,教

育相や農務省 によ る同様 の公共プ ログラムや民 間の

FannieMae財 団によるプログラムである。また建築学科で

は学生に対する教育は,コミュニティの再生を総合的に支



援する能力,実践的な技術 を身につけさせるカリキュラム

編成がなされている。今後,日本においては住民主体型の

まちづ くりを支援する多様な技能をもちあわせた専門家

を教育するための大学の教育システムを整えていく必要

がある。

5)職 能意識

コミュニティ ・デザイン ・センターのスタッフは,自ら

の専門知識・技術を提供 して公正な社会実現のために働き

たいとい う意識や,直接利益には結びつかないが活動が魅

力的であるとの感覚をもって活動を行ってお り,これがコ

ミュニティ・デザイン・センターを成立させている人的な

要因である。一方,日本でもアメリカに劣らず職 能意識の

高い建築家・プランナーが住民主体のまちづくりの支援活

動を精力的にしている専門家が存在している。住民主体の

まちづくりを支援 しようとい う意識の高い専門家は多い

が,その活動は組織基盤を持たず,無償で個人が行っている

がために,それを継続 して行っていくのが非常に困難な状

況にある。このような専門家を支援する制度や彼らをコー

ディネー トするボランティア型のコミュニティ ・デザイ

ン ・センターのような組織づ くりができれば,日本におい

ても専門家支援活動はより活発になっていくであろう。

以上5点 を挙げたが,日米の間にある以下の2点 がアメ

リカにおける住民主体型のまちづ くりを可能にしている

決定的な条件である。第1に 住民参加である。アメリカで

は都市計画において住民参加が徹底 されているのに対し

て,日本においては,都市計画において住民参加が保証され

ていないために,住民主体のまちづ くりを支援する専門家

の余地がせばまっている。第2に 地方分権である。アメリ

カでは住宅政策の権限や基本的には州や,その権限を移譲

されている自治体にあり,地域ごとに公共 ・民間 ・非営利

セクターによるパー トナーシップを通して,住民,地域のニ

ーズに応 じた包括的な住宅 ・都市開発が実現 されている。

日本では地方分権が実施段階へと動 き出 したが,現時点で

は自治体の権限は限られたものであ り,市町村が都市計画

の権限を有 していないために,地域を主体としたまちづ く

りを実現することができなくなっている。

6.ま とめ

アメリカでは3つ の組織形態のコミュニティ ・デザイ

ン ・センターが各々の特徴 を生か して,社会的弱者のため

の住宅供給の支援,コ ミュニティ組織の教育,関係主体のコ

ーディネー ター,学生の教育などといった役割を果た して

お り,プロジェク トにおいては徹底 した居住者主体で行わ

れている。大学ベース型はコミュニティ組織に対する初動

期の支援・エンパワーメン トを主眼とした活動を展開 して

いる。また地域再生の取り組みには,学生が参加 し,コミュ

ニティ組織に対する無償の労働力を提供すると同時に,学

生に実践的な技術を身に付けるといった教育も行ってい

る。 これ らの活動は1990年 代に始まったHUDのCOPC

プログラムやFannieMae財 団によるUCPIな どが大学型の

組織の活動を大きく後押 ししているといえる。非営利型の

組織は大学べ一ス型 とは異なり,ある程度の営利業務を行

うことによって組織の財源を確保 しながら,本来の使命で

ある低所得者用の住宅供給や コミュニテ ィ開発を支援 し

ている。また民間セクターに対する市場価格の建築サー ビ

スを行 うことによってあげた利益分を支払能力がない低

所得者のコミュニティ組織への支援にあてている。ボラン

テ ィア型は専属の専門家を持たずに,民間の建築家やプラ

ンナーを リクルー トして,それを巧みにコーディネー トす

ることによってプロジェク トを実行 している。

パー トナーシップによる地域再生やコミュニティ・べ一

ス組織の発達,民間財団,インターミディア リーの存在など,

非営利組織の活動を公共・民間の仕組み ・制度が発達して

いることに加えて,大学と地域コミュニティとのパー トナ

ーシップやコミュニティ・デザイン・センターのスタッフ

の職能意識がアメリカでコミュニティ・デザイン・センタ

ーを成立させている重要な条件であるといえる。

<注>

1)FannieMae財 団 はア フ ォー ダ ブル 住 宅 供 給 や コ ミュ ニテ ィ

開 発 に 助 成 を行 う大 規 模 な 民 間 財 団 で あ る。1998年 に は

1100の 組 織 に対 して,総 額3300万 ドル を助 成 して い る。

2)詳 し くは渡 辺(2001.3)を 参 照 され たい 。

3)VISTAと は,VolunteersinSerVicetoAmericaの 略 で1964年 に

ジ ョン ソン 大 統 領 が 「貧 困 と の戦 い 」 の 中で,国 民 が 低 所 得

層 の た め に ボ ラ ンテ ィ ア と して 活 動 す る た め に 補 助 金 を 支

給 す る 制 度 。1993年 にVISTAの 一 部 と な り,名 称 が

AmedCαpsVIS]rAに 改 名 され て い る。
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